
（地区まちづくり計画の素案の提出） 

第１０条 協議会は、規則で定めるところにより、地区まちづくり計画の素案（以下「素案」

という。）を市長に提出することができる。 

２ 素案は、地区内の土地所有者等の３分の２以上の者が同意（同意した者が所有する土地

の地籍と同意した者が有する借地権の目的となっている当該地区内の土地の地籍の合計が、

当該地区内の土地の総地籍と借地権の目的となっている土地の総地籍との合計の３分の２

以上となる場合に限る。）したものでなければならない。 

（一部改正〔平成２９年条例１０号〕） 

（地区まちづくり計画の案の作成） 

第１１条 市長は、素案が提出された場合において、必要があると認めるときは、白井市まち

づくり審議会の意見を聴いた上で当該素案に対する措置を決定し、その旨を協議会に通知

するものとする。 

２ 市長は、素案が第７条各号の施策等に照らし適切であると認めるときは、当該素案を踏

まえた地区まちづくり計画の案を作成するものとする。 

３ 市長は、地区まちづくり計画の案を作成しようとする場合において、必要があると認め

るときは、説明会の開催等により市民等の意見を反映させるために必要な措置を講ずるも

のとする。 

（地区まちづくり計画の策定） 

第１２条 市長は、前条第２項の規定により地区まちづくり計画の案を作成したときは、白

井市まちづくり審議会の意見を聴いた上で、地区まちづくり計画を策定するものとする。 

２ 市長は、前条第３項の説明会の開催等を行った場合において、前項の規定により意見を

聴くときは、あらかじめ前条第３項の意見の要旨を白井市まちづくり審議会に提出しなけ

ればならない。 

（地区まちづくり計画の告示等） 

第１３条 市長は、地区まちづくり計画を策定したときは、その旨を告示するとともに公衆

の縦覧に供しなければならない。 

２ 地区まちづくり計画は、前項の規定による告示があった日から、その効力を生ずる。 

３ 市長は、地区まちづくり計画の策定状況を周知するよう努めなければならない。 

（地区まちづくり計画の変更） 

第１４条 第１０条から前条までの規定は、地区まちづくり計画の変更について準用する。 

（地区まちづくり計画が策定された地区の開発事業の届出） 

-1-

資料９



第１４条の２ 地区まちづくり計画が策定された地区において、開発事業を行おうとする者

（以下「事業予定者」という。）は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出

なければならない。 

２ 事業予定者は、前項の規定による届出を行おうとするときは、あらかじめ当該地区まち

づくり計画に係る事項について、協議会と協議しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による協議に関して必要と認めるときは、事業予定者に対し、当該

地区まちづくり計画に係る事項について、指導又は助言を行うことができる。 

４ 市長は、当該開発事業が地区まちづくり計画に適合しないと認めたときは、事業予定者

に対し、地区まちづくり計画に適合させるための措置をとるよう要請することができる。 

（追加〔平成２９年条例１０号〕） 
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